
熊 本 県 森 林 審 議 会  

会 議 次 第 

 

 

日 時 令和６年（2024 年）１１月２５日（月） 

14：30～16：30 

場 所 熊本県庁本館５階 審議会室 

 

１ 開  会                  

 

２ 農林水産部長挨拶             

 

３ 会長挨拶                  

 

４ 議  事 

（１）諮問事項 

ア 白川・菊池川地域森林計画（案）について 

イ 地域森林計画変更計画（案）について 

（緑川、球磨川及び天草森林計画区の地域森林計画） 

（２）報告事項 

熊本県水とみどりの森づくり税について 

 

５ 閉  会 

  



熊本県森林審議会委員名簿 

任期：令和 5年（2023年）10月 19日から令和 7年（2025年）10月 18日まで 

   
五十音順 

区分 氏名 ふりがな 職業等 

試験研究機

関 
伊神 裕司 

いかみ 

ゆうじ 

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 

森林総合研究所 九州支所長 

国の機関 池田 秀明 
いけだ 

ひであき 
九州森林管理局計画保全部長 

市町村 木下 丈二 
きのした 

じょうじ 
五木村長 

県民代表 坂本 陽子 
さかもと 

ようこ 
ＮＰＯ法人熊本消費者協会 

大学関係 副島 顕子 
そえじま 

あきこ 

熊本大学大学院先端科学研究部 

理学専攻生物科学 教授 

林業関係団

体（川下） 
髙見 睦代 

たかみ 

むつよ 
長迫木材有限会社 代表取締役 

金融機関 中澤 勝美 
なかざわ 

かつみ 

日本政策金融公庫熊本支店  

支店長兼農林水産事業統轄 

林業関係 野中 優佳 
のなか 

ゆか 

株式会社ゆうき 代表取締役 

林業家・県林研グループ女性部代表 

林業関係団

体（川上） 
三原 義之 

みはら 

よしゆき 

熊本県森林組合連合会  

代表理事専務 

建築関係 森本 はるか 
もりもと 

はるか 
公益社団法人熊本県建築士会女性部 

 

審議会会長 



白川・菊池川森林計画区の概況
ー計画の大綱ー

熊本県森林審議会
令和６年１１月２５日

資料２
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熊本県の森林・林業の現況

○ 森林面積は、県土
面積の62%にあたる
46万ha

○ 民有林は、比較的

人工林が多いのが
特徴
スギ人工林面積は

全国第4位

○ 木材生産産出額（R4）

は全国第6位

○ 素材（丸太）生産量は

全国第7位(R4)と
全国でも有数の
林業県

スギ 第5位
ヒノキ 第1位

単位 全国 九州・沖縄 熊本
全国に対する

熊本の順位

森林面積 （R4) 万ha 2,502 277 46 18

民有林面積 （ 〃 ) 〃 1,737 223 39 18

民有林人工林面積 （ 〃 ) 〃 783 223 24 7

民有林人工林率 （ 〃 ) ％ 45 52 61 9

木材生産算出額 (R4) 千万円 29,282 7,673 1,599 6

民有林人工造林面積 （R4) ha 20,521 5,567 1,001 5

　　うちスギ人工造林面積 （ 〃 ) 〃 7,773 4,803 804 4

　　うちヒノキ人工造林面積 （ 〃 ) 〃 1,187 232 104 3

素材（丸太）生産量 （R4) 千㎥ 20,643 5,165 922 7

　　うちスギ素材生産量 （ 〃 ) 〃 11,917 4,166 615 5

　　うちヒノキ素材生産量 （ 〃 ) 〃 3,176 859 280 1

製材用素材生産量 （ 〃 ) 〃 12,267 4,212 726 4

区分
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土地利用の現況

熊本市

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和
水
町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町
西原村

御船町

嘉島町

益城町

甲佐町
山都町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市
人吉市 錦町

あさぎり町 多良木町

湯前町

水上村

相良村

五木村

山江村

球磨村

天草市

上
天
草
市苓北町

山鹿市

阿蘇市

南阿蘇村

美里町

玉
東
町

氷
川
町

森林計画区位置図

白川・菊池川計画区

緑川計画区

球磨川計画区

天草計画区

宮崎県

大分県
福岡県

鹿児島県

白川・菊池川計画区

国有林

10,870 
4%

民有林

113,751 
43%

農用地

61,831 
23%

その他

79,308 
30%

白川・菊池川計画区の土地利用

（総面積265,760ha）
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県全体

11,680 

白川・菊池川

3,817 
33%

緑川

1,564.8 
13%

球磨川

4,779 
41%

天草

1,519 
13%

林業生産額

【熊本県 令和3年度】

第１次産業
94,183 

2%

第２次産業
1,272,787 

29%第３次産業
3,099,623 

69%

産業別生産額

【白川・菊池川計画区 令和３年度】

産業の概要（林業生産額の現況）

単位 生産額：百万円
構成比：％

単位 生産額：百万円
構成比：％

素材市場
（小国町森林組合）

木材の搬出
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産業の概要（林業就業者数の現況）

白川・菊池川

868 
36%

緑川

244 
10%

球磨川

1,139 
48%

天草

147 
6%

林業就業者数（全県）

【Ｒ２国勢調査】

単位：人

高校生への高性能林業機械操作研修会（R5）

〇総人数2,398人

チェーンソー操作研修会（R5）
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白川・菊池川

113,751 
29%

緑川

54,681 
14%

球磨川

170,553 
43%

天草

56,851 
14%

計画区別民有林面積（R7.4.1時点）

人工林

68,058 
60%

天然林

26,405 
23%

その他

19,289 17%

民有林の林種別構成（白川・菊池川計画区）

民有林の概要（森林資源の現況）

単位
面積：ha
構成比：％

総数
395,836ha

民有林面積
113,751ha

単位
面積：ha
構成比：％

高森町（ナンゴウヒ林）県有林国見山団地（クスノキ林）

○ 人工林率は
全県 61％
白川・菊池川 60%

〇その他のうち
竹林の面積は4,084ha
県の竹林面積の42%を
占める
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民有林の概要（人工林の樹種別構成）

単位
面積：ha
構成比：％

単位
面積：ha
構成比：％

スギ林 ヒノキ林

〇白川・菊池川計画区は、
スギ林の占める割合が高い

全県58%
白川・菊池川73%

スギ

49,439 
73%

ヒノキ

14,985 
22%

マツ

493 
1%

クヌギ

2,144 
3%

その他

996 
1%

人工林の樹種別構成（白川・菊池川）

スギ

139,324 
58%

ヒノキ

89,579 
37%

マツ

3,977 
2%

クヌギ

6,295 
2%

その他

2,568 
1%

人工林の樹種別構成（全県）
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面積(ha)

齢級

人工林(スギ、ヒノキ)齢級別面積構成（白川・菊池川計画区）

スギ

ヒノキ

民有林の概要（スギ・ヒノキの齢級別構成）

○ 人工林の齢級構成は、スギ、ヒノキともに13齢級をピークとする分布
○ 主伐可能な標準伐期齢以上の面積は、人工林の89％を占め、人工林資源が成熟化

〔現状〕

◎森林資源の循環利用の促進

◎『伐って・使って・植えて・育てる』サイクルの確立

標準伐期齢以上89%
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伐採の動向

伐採状況 集材状況

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5

材積（千㎥）

年度

民有林における伐採の動向（白川・菊池川計画区）

広葉樹

針葉樹
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造林面積の推移

苗畑（菊池市） コンテナ苗の生産（南阿蘇村）

0
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200

250
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350

400

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

面積（ha）

年度

民有林の造林面積推移（白川・菊池川計画区）

樹下植栽

拡大造林

再造林
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基盤整備の状況

林業専用道（高森町）阿蘇東部線（阿蘇市）

○ 既設林道 280路線
既設延長 581km

〇 林道密度
全県 5.4ｍ/ha
白川・菊池川計画区 5.1ｍ/ha

〇作業路 3,719路線
総延長 2,087km

※令和5年度末

作業路の開設状況（和水町）

11



治山事業の計画・実施状況

谷止工・流路工（小国町） 山腹工（山鹿市）
12

山腹崩壊状況



木材の流通・加工

製材工場（山鹿市）

○ 素材市売市場 7か所
（取扱量 413千㎥ 県全体の39%）

〇 製材工場 41工場
（生産量 226千㎥ 県全体の53%）

〇 チップ工場 11工場
（生産量 355千㎥ 県全体の48%）

※令和5年度末

製材工場（山都町）
素材市場（熊本市）

ＢＰ材工場（山鹿市）
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（参考）地域産材の活用

木製品贈呈

木工教室（山鹿市）

木塀（熊本市）

案内看板（熊本市）

ウッドデッキ（小国町）

立野交流施設（立野駅）（南阿蘇村）
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特用林産物の生産
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乾しいたけ

生しいたけ

〇乾しいたけ生産量 106トン（県全体の57％）
〇生しいたけ生産量 207トン（県全体の46％）

〇たけのこ生産量 1,378トン（県全体の87％）

しいたけ ほだ場（菊池市）

たけのこ園地（山鹿市） 15



宇城地域の取り組み

小岱山ナラ枯れ被害調査と周知活動

（参考）玉名地域の取り組み

製材所視察 植栽活動

被害状況
被害調査

被害調査 管内市町への情報共有 先進地視察 16



２ これまでの取組と成果

小学生への森林教室・木工教室・植樹祭活動

（参考）鹿本地域の取り組み

緑の少年団活動 森林教室

木工教室植樹祭 17



２ これまでの取組と成果

森林環境譲与税の事業化推進のための活動

（参考）菊池地域の取り組み

緑の少年団活動

植樹祭

▍施策立案のフォローアップ

先進の市町も招待し
会の活発化

ワールドカフェ形成で
積極的なアイデア出し

R5.8.9熊日日新聞の掲載記事

アイデア書をもとに フォローアップ会議
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２ これまでの取組と成果

林業担い手育成のための活動

（参考）阿蘇地域の取り組み

イベントでのＰＲ活動

林業就業体験

チェーンソー安全技術講習会

就業者募集広告掲載
19



全国森林計画（令和5年10月策定）

〇全国森林計画の計画量

広域的な流域（44流域）ごとに

森林整備及び保全の目標、伐採立木材積、造林面積等
の計画量について、森林・林業基本計画（令和3年6月閣議決定）に示されて
いる目標等の考え方と最新の森林資源の現況を踏まえ、新たな計画期間に応
じた計画量を算定されました。

計画量 年平均
（参考）実績

2019～2021年平均

総数 88,899 5927 4897

主伐 54,458 3631 3122

間伐 34,441 2296 1775

5,886 392 362

人工造林 1,375 92 34

天然更新 792 53 56

14.6 ― ―

注）計画期間（令和6年4月1日～令和21年3月31日）の総量

区 分

伐採立木材積

（万m3）

造林面積
（千ha）

林道開設量（千km）

間伐面積（参考）（千ha）

※林野庁HPより
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全国森林計画（令和5年10月策定）

〇計画の概要：盛土等の安全対策の適切な実施

※林野庁HPより
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全国森林計画（令和5年10月策定）

〇計画の概要：木材合法性確認の取組強化

※林野庁HPより

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律の一部が改正（R5.5.8公布）

１．背景
・違法伐採は森林の有する多面的機能に影響を及ぼす恐れ
（違法伐採された木材の流通は木材市場の公正な取引を害する恐れ）
・合法性が確認された木材は、約４割程度 →更なる取組が必要

２．法律の概要
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全国森林計画（令和5年10月策定）

〇計画の概要：花粉発生源対策の加速化

※林野庁HPより
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全国森林計画（令和5年10月策定）

〇計画の概要：林業労働力の確保の促進

※林野庁HPより
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資料３  
 

 

 

 
 

 

 

 

白川・菊池川地域森林計画(案)の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度（２０２４年度） 
 

熊本県農林水産部森林局森林整備課 
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白川・菊池川地域森林計画(案)の概要 
 

 

 
Ⅰ 計画の大綱 

１ 森林計画区の概況 

２ 前計画の実行結果の概要及びその評価 

３ 計画樹立に当たっての基本的な考え方 

 

Ⅱ 計画事項 

 

第１ 計画の対象とする森林の区域 

 

第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項 

１ 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的

な事項 

２ その他必要な事項 

 

第３ 森林の整備に関する事項 

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

２ 造林に関する事項 

３ 間伐及び保育に関する事項 

４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

５ 林道等の開設その他林産物の搬出に関する事項 

６ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化 

その他森林施業の合理化に関する事項 

 

第４ 森林の保全に関する事項 

１ 森林の土地の保全に関する事項 

２ 保安施設に関する事項 

３ 鳥獣害の防止に関する事項 

４ 森林病害虫の駆除及びその他の森林の保護に関する事項 

 

第５ 保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項 

 

第６ 計画量等 

１ 間伐立木材積その他の伐採立木材積 

２ 間伐面積 

３ 人工造林及び天然更新別の造林面積 

４ 林道の開設及び拡張に関する計画 

５ 保安林の整備及び治山事業に関する計画 

 

第７ その他必要な事項 

１ 保安林その他制限林の施業方法 

 

地域森林計画で定める事項 
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Ⅰ 計画の大綱 →資料２ ※スライドにて 

 

 

 

 

 

Ⅱ 計画事項  
 

 

１ 地域森林計画対象森林の面積について 
・「第１ 計画の対象とする森林の区域」（計画書Ｐ25） 

 

造林事業申請や林地開発許可等に関する資料並びに空中写真により農地等

から森林への編入や森林以外への転用等の把握を行い、併せて必要に応じて現

地調査を行うなど、森林資源の現況を把握し、森林の区域を特定しています。 

 

地域森林計画対象森林の面積 

計画区 前計画 今回計画 増減 増減理由 

白川・

菊池川 
114,135ha 113,751ha 384ha減 森林以外への転用等による減 
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２ 花粉症対策の加速化について 
・「第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項」 

 ・「第３ 森林の整備に関する事項」          （計画書Ｐ26～35） 

 

 ①前計画からの変更点 

全国森林計画での花粉症対策の加速化に対する考え方を踏まえて花粉の少な

い多様で健全な森林への転換等の促進について以下（朱書き）のとおり加筆し

ています。 
 

 

（１）森林の整備及び保全の目標 

森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、森林資源の状況、

自然的・経済的条件、社会的要請及び地域の特性を総合的に勘案し、併存する機能

の発揮に配慮しつつ、それぞれの森林の有する機能ごとに、その「機能発揮の上か

ら望ましい森林資源の姿」を表Ⅱ－２のとおり定める。 

なお、本格的な利用期を迎えた人工林の主伐・再造林の増加が見込まれること等

を踏まえ、花粉発生源となる、スギ人工林等の伐採を進めるとともに、花粉の少な

いスギ苗木（無花粉苗木、少花粉苗木、低花粉苗木及び特定苗木をいう。以下同じ。）

の生産や植栽、広葉樹の導入による針広混交の育成複層林等への誘導等により、花

粉の少ない多様で健全な森林への転換等を促進していく。 

 

 

ア 立木竹の伐採（主伐） 
（略） 

また、本格的な利用期を迎えた人工林の主伐・再造林の増加が見込まれること等

を踏まえ、花粉発生源となる、スギ人工林等の伐採を進めるとともに、 花粉の少

ないスギ苗木の生産や植栽、広葉樹の導入による針広混交の育成複層林等への誘導

等により、花粉の少ない森林への転換を図る。 

 

 

２ 造林に関する事項 

（市町村森林整備計画において定める事項の指針） 

市町村森林整備計画の策定に当たっては、第２の１の「森林の整備及び保全の目

標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項」及び第６の造林面積（表Ⅱ－1

4）を踏まえ、次の事項を指針として、市町内の気候、地形、土壌等の自然的条件、

森林資源の構成、森林に対する社会的要請、施業制限の有無、木材の利用状況等を

勘案して、造林に関する事項を定めるものとする。 

また、花粉症発生源対策の加速化を図るために、花粉の少ない苗木の植栽、広葉

樹の導入に努める。 

 

 

    

  

計画書 P26 

計画書 P32 

計画書 P34 
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３ 森林整備（伐採、林道開設等）について 
・「第３ 森林の整備に関する事項」（「第６ 計画量等」を含む） 

（１）主伐について 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ15～16） 

 

 

 

 

 

主伐立木材積は995千㎥(実行率50％)となりました。 

主伐の実行率が計画を下回った要因としては、長期的な木材価格の低迷

や林業従者数の減少等による労働力不足が要因と考えられます。 

今後は、森林資源の充実化に伴い、主伐量が増加していくものと考えら

れることから、より一層、林業従事者の育成・確保を図る必要があります。 

 

② 今回計画量（計画書Ｐ61） 

全国森林計画の計画量の見直しに伴い、主伐の伐採立木材積の計画量を

変更しています。 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 

 
4,698千㎥ 5,303千㎥ 605千㎥増 全国森林計画策定に

伴う主伐計画数量の

増加によるもの  

 
前半5ヵ年 1,987千㎥ 2,565千㎥ 578千㎥増 

 

  

 実行率 

1,987 千㎥ 995 千㎥ 

 

50% 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

 項 目  計 画  実 行 

   主伐立木材積 
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（２）造林について 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ15～16） 

 

   

 

 

 

 

 

人工造林及び天然更新による造林面積は、2,094ha（実行率43％）と

なりました。 

人工造林の実行率が計画を下回った要因としては、主伐の実行率が低

位だったことや、林業従事者数の減少に加えて、主伐後の再造林経費が

高いこと等が要因と考えられます。 

人工造林については、主伐後の再造林が主となりますが、コンテナ苗

を活用した主伐と植栽の一貫作業による造林コストの低減化などの普

及啓発をより一層推進する必要があります。 

 

② 前計画からの変更点（計画書 P36） 

コンテナ苗の活用や低密度植栽の導入について、以下（朱書き）のと

 おり加筆しています 

 

ｂ 植付けの方法 

通常穴植えとし、矩形植栽又は正三角形植栽等、地利・地形に応じて適切な方法

を選定することとする。 

また、施業の効率性や植栽時期の自由度が高いコンテナ苗の活用や低密度植栽の

導入に努める。 

 

③ 今回計画量（計画書Ｐ61） 

人工造林面積及び天然更新面積の計画量を変更しています。 

人工造林面積 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 10,322ha 10,541ha 219ha増 
主伐計画数量の増

加によるもの  前半5ヵ年 4,149ha 5,089ha 940ha増 

天然更新面積 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 1,637ha 1,906ha 269ha増 
主伐計画数量の増

加によるもの  

 
前半5ヵ年 749ha 926ha 177ha増 

 

 

 実行率 

4,898 ha  2,094 ha 43% 

 人工造林 4,149 ha  1,474 ha 36% 

 天然更新 749 ha  620 ha 83% 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

 造林面積 

 

 項 目  計 画  実 行 

計画書 P36 
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（３）間伐について 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ15～16） 

 

 

 

 

 

 

間伐については、間伐面積は6,550ha（実行率41％）であり、間伐立木

材積は865千㎥（実行率55％）となりました。 

間伐の実行率が計画を下回った要因としては、長期的な木材価格の低

迷や林業従事者数の減少等の問題に加えて、森林資源の成熟化に伴い多

くの人工林が利用期を迎えていることが考えられます。 

間伐を進めるためには、計画区域内における林業の中核を担う森林組

合が経営基盤を強化し、地域林業のマネジメントができる体制づくりを

行うとともに、森林所有者に対する働きかけを通して集約化施業を推進

する必要があります。 

 

② 今回計画量（計画書Ｐ61） 

間伐の伐採立木材積の計画量を変更しています。 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 2,279千㎥ 1,960千㎥ 319千㎥減 
標準的な間伐

実施林齢（14～

39年生）林分の

減少によるも

の 

 

 
前半5ヵ年 1,584千㎥ 992千㎥ 592千㎥減 

間伐面積（参考） 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 22,795ha 19,609ha 3,186ha減 
標準的な間伐

実施林齢（14～

39年生）林分の

減少によるも

の 

 

 
前半5ヵ年 15,845ha 9,925ha 5,920ha減 

 

  

 実行率 

1,584 千㎥ 865 千㎥ 55% 

 15,845 ｈａ  6,550 ｈａ 41% 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

間 伐 立 木 材 積 

 計 画  実 行 

間伐面積（参考） 

 項 目 
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（４）林道等の開設延長について 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ15～16） 

 

 

 

 

 

林道等については、計画期間中の開設が行われず、既設延長は581kmの

ままです。林道の実行率が計画を下回った要因としては、平成28年熊本地

震等による林道災害の災害復旧や災害の激甚化に対応できるよう既設路

線の改良が優先されたことなどが考えられます。 

路網の整備においては、地形に沿った線形を計画することにより開設費

用を抑え、使いやすい道づくりを行いながら開設延長を延ばす必要があり

ます。また、基幹となる林道と林業専用道及び作業道を効果的に組み合わ

せて、地域の資源状況や作業システムに応じて整備する必要があります。 

近年、林道はその役割が見直され、頻発する自然災害時の避難や物資輸

送路、電線や水道等のインフラ復旧時の通行のための代替路としても期待

されていることから、費用対効果はもとより、リダンダンシーの確保にも配

慮し、地域の状況に応じた優先順位により整備を進めることが重要です。 

 

② 前計画からの変更点（計画書 P47～48） 

災害時の避難路等として期待される林道の役割等について、以下（朱書き）

のとおり加筆しています。 

 
（６）その他必要な事項 

公道と連絡し森林と山村及び都市を結ぶなど、路網整備の骨格となる林道につ

いては、移動時間の短縮や一般車両の通行に見合った規格・構造となるよう配慮

する。 

また、育成単層林及び育成複層林の対象地にあっては、林道と継続的な使用に

供する森林作業道の適切な組み合わせによる林内路網としての整備を推進する。 

なお、道路整備の効果や効率性等を勘案し、総合的な視点での道路ネットワー

クの形成を図るため、各種道路管理者との連携・調整を行うほか、整備に当たって

は、地域の生態系への配慮及び自然環境の保全に留意するものとする。 

特に近年、林道はその役割が見直され、頻発する自然災害時の避難や物資輸送

路、電線や水道等のインフラ復旧時の通行のための代替路としても期待されてい

ることから、費用対効果はもとより、リダンダンシーの確保にも配慮し、地域の状

況に応じた優先順位により整備を進めることが重要である。 

 

③ 今回計画量 

林道等の開設の計画量を変更しています。(計画書Ｐ61） 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総数 13,704ｍ 9,041ｍ 4,663ｍ減 
地域の実情に応じ

た開設計画へ変更  前半5ヵ年 1,927ｍ 1,155ｍ 772ｍ減 

計画書 P47～48 

 実行率 

1,927 ｍ 0 ｍ 0% 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

 計 画  実 行 

 林道等の開設 

 項 目 
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（５）委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同

化その他森林施業の合理化について 

 

① 前計画からの変更点（計画書Ｐ49～） 

森林の集約化や林業未経験者を雇用する組織への支援、女性の活躍や

定着、外国人材の適正な受け入れ、サプライチェーンの構築、合法木材の

流通の促進について、以下（朱書き）のとおり加筆しています。 

 

         
（２）森林経営管理制度の活用の促進に関する方針 

令和元年度（2019年度）から開始された森林経営管理制度においては、森林所有者に

対して適切な森林の経営管理への責務を明確化したうえで、森林所有者が森林の経営管

理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受け、林業経営に適した森

林は林業経営者に再委託し、再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林にお

いては、市町村が管理を実施することとなっている。 

このため、市町村において森林所有者等に対して経営管理に関する意向調査を進め、

経営管理権集積計画を策定する等、当該制度を活用することを通じて森林の適切な管理

を図るとともに、森林施業を効率的に実施する。 

また、不在村森林所有者や森林を手放したい森林所有者が増加していることから、所

有権の移転や森林の共有による集約化により本制度の活用の加速化を図る。 

 

 

 
（２） 林業に従事する者の養成及び確保に関する方針 

 

イ 林業従事者の養成・確保 

本計画区の人工林は成熟化が進み、伐採可能な森林が増加しており、資源の循環利用

や造林・保育等の適切な森林施業を推進するうえで、その担い手である林業従事者の養

成・確保が不可欠である。 

なお、本計画区における林業就業者数は、令和2年（2020年）国勢調査によると868

人で前回調査(平成27年:934人)と比較して66人減少しており、将来にわたって林業の担

い手を確保するためには、新たな林業就業者の確保・定着を更に図る必要がある。 

このため、本県では、「林業労働力の確保の促進に関する法律（平成8年法律第45号）」

に基づき令和5年度（2023年度）に策定した「林業労働力の確保の促進に関する基本計

画」により、林業労働力の育成確保のための施策や事業主等への指導・支援を推進する

こととしている。 

具体的には、平成31年（2019年）４月の「くまもと林業大学校」の開校を契機に、育

成基金及び関係者との連携のもと、林業系高校生やＵ・Ｊ・Ｉターン者等、林業就業希

望者を対象として、就業に必要な技能・技術の習得のための研修や労働安全の研修、林

業機械の取扱いから高性能林業機械の操作・メンテナンスまでの地域の実態に応じた研

修等各種研修を実施する。さらに、令和６年（２０２４年）８月の職業能力開発法施行

規則の改正に伴い新設された「林業職種」の技能検定の取得向上の取組み等により、優

秀な林業従事者の育成に努めるとともに、女性の活躍や定着、外国人材の適正な受け入

れ等に努める。 

 

 

 

 

 

計画書 P49 

計画書 P50 
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（４）作業システムの高度化に資する林業機械の導入の促進に関する方針 

イ 林業機械作業システムの確立等 

林業生産性の向上、労働安全性の確保及び労働強度の軽減を図るため、スイングヤ

ーダやプロセッサを活用した列状間伐等の実施や環境負荷の低減にも配慮した非皆伐

施業に対応した新たな作業システムの確立及び普及に努める。 

さらに、現地の作業条件に応じた作業システムを効率的に展開できるオペレーター

の養成、機械作業に必要な路網や作業ポイントの整備を推進するとともに、（１）の森

林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大及び森林施業の共同化を促進するこ

とにより、高性能林業機械等の効率的な稼働に必要な事業量の安定的確保に努める。 

 

 
 

（５）林産物の利用の促進のための施設の整備に関する方針       

ア 木材産業に係る施設等の整備 

ウッドショックの影響による木材の輸入に係るリスクの顕在化等を背景とした国

産材需要の高まりに応えるため、木材の安定供給及び品質の確かな製品の加工流通

体制が重要となっている。 

このことから、木材生産に必要な高性能林業機械やＪＡＳ製品の生産拡大を図る

ための施設整備、製材プレカット工場の生産・出荷管理の効率化、県産木材の新た

な供給体制（サプライチェーン）の構築に向けた支援を行う。 

また、カーボンニュートラル推進の観点から再生可能エネルギーの推進を図るた

め、木質バイオマスの安定的・効率的な供給に取り組む。 

さらに、国内市場で最初に木材の譲受け等をする木材関連事業者の取り扱う全て

の木材が合法性確認木材となるよう、令和５年に改正された合法伐採木材等の流通

及び利用の促進に関する法律（平成28年法律第48号）に基づき、木材関連事業者に

よる合法性の確認等の実施及び合法性確認木材等の取扱数量の増加等の取組を関係

者一体となって推進する。 

 

 

 

 

  

計画書 P52 

計画書 P51 
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４ 森林の保全について 
・「第４ 森林の保全に関する事項」関係（「第６ 計画量等」含む） 

 

（１）森林の土地の保全について 

① 前計画からの変更点（計画書Ｐ53～54） 

危険な盛土による災害の防止や林地開発申請箇所の監視を強化するた

め、以下（朱書き）のとおり加筆しています。 
 

 

（３）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項 

ア 土砂の切取、盛土等を行う場合には、気象、地形、地質等の自然的条件、地域

における土地利用及び森林の現況、土地の形質変更の目的及び内容を総合的に勘案し、

実施地区の選定を適切に行うものとする。 

また、盛土等による災害から県民の生命・身体を守るため、「宅地造成及び特定盛

土等規制法」に基づき、谷部等の集水性の高い場所における盛土等は極力避けるととも

に、盛土等の工事を行う際の技術的基準の遵守指導や林地開発申請箇所のパトロールを

行うものとする。 

 

イ 土砂の流出又は崩壊、水害等の災害の発生をもたらし、又は地域における水源

の確保や環境の保全に支障を及ぼすことのないよう、その態様等に応じ、必要に応じて

法面保護のための緑化工、土留工等の防災施設、水の適切な処理のための調整池及び排

水施設を設置するとともに、環境保全のための森林の適正な配置等、適切な保全措置を

講ずるものとする。 

 

ウ 開発許可を要する規模の開発を行う場合は、周辺に著しい影響を及ぼすことの

ないよう「熊本県林地開発許可制度実施要項」等により適切に行うものとする。その

際、太陽光発電施設の設置にあたっては、太陽光パネルによる地表面の被覆により雨水

の浸透能や景観に及ぼす影響が大きいこと等の特殊性や令和 5 年（2023 年）4 月 1 日

から太陽光発電施設の設置を目的とした土地の形質変更を行う場合、その面積が 0.5ha

を超えるものについて開発許可の対象として追加されたことを踏まえ、開発行為の許可

基準に基づき適正な運用を行うとともに、地域住民の理解を得る取組の実施等に配慮す

ることとする。 

なお、開発許可を要しない小規模な開発についても、森林法に基づく「伐採及び伐

採後の造林の届出」制度の運用等により、適切に行うものとする。 

 

 

  

計画書 P53～54 



- 11 - 

 

（２）保安林について 

 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ16） 

 

 

 

 

 

保安林指定面積（累計）は、計画の26,727haに対し26,405haとなり、

ほぼ計画どおりの指定面積となりました。 

今後も、土砂流出抑止や水源涵養等の森林の公益的機能の更なる発揮

に期待が高まっていることを踏まえ、地域ごとに森林に求められる役割

を勘案し指定を進めていく必要があります。 

 

② 今回計画量（計画書Ｐ67～68） 

保安林として管理すべき森林の種類別の計画期首面積・計画面積・期

末面積を変更（R2～R11→R7～R16）しています。 

 計画期首

の保安林

面積 

① 

区 分 

計画面積 計画期末の 

保安林面積 

①+②-③ 
指 定 

② 

解 除 

③ 

総数 26,322ha 

総 数 2,500ha 2ha 28,820ha 

 

 
前半5ヵ年 1,282ha 0ha 27,604ha 

水源涵養のた

めの保安林 
21,361ha 

総 数 847ha 1ha 22,207ha 

 前半5ヵ年 437ha 0ha 21,798ha 

災害防備のた

めの保安林 
4,676ha 

総 数 1,653ha 1ha 6,328ha 

 前半5ヵ年 845ha 0ha 5,521ha 

保健、風致の

保存等のため

の保安林 

2,533ha 

総 数 0ha 0ha 2,533ha 

 前半5ヵ年 0ha 0ha 2,533ha 

注）２以上の目的を達成するために指定される保安林があるため、種類別面積の

合計と総数（実面積）は一致しない。 

 

  

 実行率 

26,727  ha  26,405 ha 99% 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

 項 目  計 画  実 行 

 保安林面積(期末) 
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（３）治山事業について 
① 前計画の実行結果の概要及びその評価（計画書Ｐ16） 

 

 

 

 

 

治山事業の実施地区数は、計画の338地区に対し325地区（実行率

96％）であり、ほぼ計画通りの実行率となりました。 

本計画区の７割が火山灰土等の特殊土壌地帯であり、また急峻な地形が

多いという現状を踏まえ、令和２年７月豪雨などの集中豪雨により発生し

た山地災害の復旧、予防対策や流域治水と連携した流木対策などに今後と

も優先順位を定めながら計画的に取り組む必要があります。 

 

② 今回計画量（計画書Ｐ70～73） 

治山事業の計画量を変更しています。 

区 分 
前計画 

【R2～R11年度】 

今回計画 

【R7～R16年度】 
増減 増減理由 

総 数 464地区 483地区 19地区増 豪雨災害等の復旧

に対応するための

増  

 
前半5ヵ年 338地区 375地区 37地区増 

 

③ 前計画からの変更点（計画書Ｐ56） 

既存施設の長寿命化対策やＩＣＴ、新技術の推進のため、以下（朱書

き）のとおり加筆しています。 

 

 

（３）治山事業の実施に関する方針 

    治山事業については、近年、大雨や短時間豪雨の発生頻度の増加により、尾根部か

らの崩壊等による土砂流出量の増大、流木災害の激甚化、広域にわたる河川氾濫など

災害の発生形態が変化していることを踏まえ、緊急かつ計画的な実施を必要とする荒

廃地等を対象として、流域の特性に応じて、植栽、本数調整伐等の保安林の整備、渓間

工、山腹工等の治山施設の整備を図る。 

    なお、その際、流木災害リスクを軽減させる流木補足式治山ダムの設置や渓流域で

の危険木の伐採など、流域治水の取組と連携した施策も図ることとする。 

    併せて、既存施設の長寿命化対策の推進を含めた総合的なコスト縮減に努めるとと

もに、ＩＣＴや新技術の導入を推進する。 

 

  

 実行率 

338 地区  325 地区 96% 

 計 画  実 行 

前計画 【10 ヵ年：R2～R11 年度】 における前半 5 ヵ年 【R2～R6 年度】 実行結果 

 治山事業施行地区 

 項 目 

計画書 P56 
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（４）森林の保護について 

① 前計画からの変更点（計画書Ｐ54） 

森林火災防止のための周知について、以下（朱書き）のとおり加筆して

います。 

 
（３）林野火災の予防の方針 

林野火災の原因のほとんどは不注意な火の取扱い等の人為的なものであるため、林業

従事者や工事関係者、森林レクリエーションのための入林者等に対し、強風時や乾燥期

におけるたき火や火入れの防止、後始末の徹底等の周知を図ることとする。 

林野火災等の森林被害を未然に防止するため、林内歩道等の整備を図りつつ、森林巡

視、山火事防止に係る標識の設置を適時適切に実施するとともに、防火線、防火樹帯等

の整備を推進することとする。 

また、地ごしらえ等のため火入れを実施する場合には、火入れに関する条例及び市町

村森林整備計画に定める留意事項に従うこととする。 

 

計画書 P57 
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地域森林計画変更計画（案）の概要 

（緑川、球磨川、天草地域森林計画） 
 

１「第１ 計画の対象とする森林の区域」関係 

林地開発行為の完了や新規植林等により森林の現況に変動が生じたため、計画

対象森林の区域（面積）を変更しています。（各地域森林計画変更計画書Ｐ2） 

 

計画区 
森林面積の数量 

変更理由 
変更前 変更後 増減 

緑   川 54,571 54,681 110ha増 農地等から森林への編入による

増、林地開発による森林外への

転用による減など 

※地籍反映に伴う再計算による

増減を含む 

球 磨 川 170,499 170,553 54ha増 

天   草 56,860 56,851 9ha減 

 
２「第６ 計画量等」関係 
（１）林道の開設及び拡張に関する計画 

計画区 
区 
分 

変更の数量（ｍ） 
変更理由 

変更前 変更後 増減 

緑川 
拡張 

計画 
300 478 +178 

山都町・基幹林道菊池人吉線の改良

計画の追加による増 

球磨川 
開設 

計画 
10,000 16,032 +6,032 

相良村・基幹林道四浦西線の開設計

画の追加による増 

球磨川 
拡張 

計画 
0 8,123 +8,123 

五木村・基幹林道下梶原線の舗装計

画の追加による増 

球磨川 
開設 

計画 
6,050 6,794 +744 

山江村・基幹林道山江球磨線の開設

計画の追加による増 

球磨川 
開設 

計画 
2,500 3,261 +761 

球磨村・基幹林道山江球磨線の開設

計画の追加による増 

※拡張計画：既設林道の法面改良や舗装 

 

（２） 治山事業に関する計画 

計画区 
治山事業の数量 

変更理由 
変更前 変更後 増減 

緑  川 232地区 235地区 3地区増 
気象災害の発生状況や保安

林の荒廃状況を勘案して、実

施地区を変更したことによ

る増 

球 磨 川 431地区 480地区 49地区増 

天  草 152地区 157地区 5地区増 

 

資料４  
 



熊本県森林審議会

報告事項

熊本県水とみどりの森づくり税について

森 林 整 備 課

資料５



Ⅰ 「県」及び「国」の税を活用した森林整備の取組①

＜参考＞税充当のメルクマール
①税条例の課税の目的に合った事業
②原則として、これまでカバーできなかった新たな施策
③特定の者を利することのないように留意
④税に対する県民のイメージを損なわない事業

(1)税の仕組み

○根拠
熊本県水とみどりの森づくり税条例（第１条 課税の目的）

○県民が受ける恩恵を意識した事業やニーズに沿ったものとなる
よう施策を展開

(3)県、市町村へ交付される譲与税額

(2)譲与基準(1)税の仕組み

○根拠
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（法第３４条）

○市町村への譲与税の使途は、森林整備及びその促進に関する費
用に充てることとされ、県へ の譲与税の使途は、市町村行政が
抱える課題解決に向けた
①森林整備の推進、②林業担い手の確保・育成、③木材利用の
促進等の事項に関する施策の支援に充てることとされている。

（産業支援も含めた施策の支援に充当）

水とみどりの森づくり税（県） 森林環境譲与税（国）

①私有林人工林面積
＜～R5年度＞ ＜R6年度～＞
100分の50 → 100分の55
②林業就業者数
＜～R5年度＞ ＜R6年度～＞
100分の20 → 100分の20
③人口
＜～R5年度＞ ＜R6年度～＞
100分の30 → 100分の25

１. 税の概要

２．使途の考え方

１．税の概要

２．使途の考え方

(2)導入
H17年度
・5年を一期
・現在4期目（R2～R6年度）

(3)税率等
（県民税均等割超過課税方式）
①個人：年額500円
②法人：法人県民税均等割

の5％相当額

(4)税収規模

約5億円／年

第４期

①「県民の安全安心を守り、次世代につなぐ森づくり」

(森林の公益的機能の維持増進）

②「県民全体で森に触れ、親しみ、支え、森の恵みを活かす意識
づくり」(県民の意識醸成や啓発）

1



Ⅰ 「県」及び「国」の税を活用した森林整備の取組②

(1)税の執行状況

３.取組状況等 ３.取組状況等

○県へ交付された森林環境譲与税の活用状況

○ 活用状況は、令和6年度の譲与額16.1億円に対し、15.3億円(96%)が
予算化。また、R1～6年度までの譲与額累計62.8億円の約8割に当た
る48.8億円が執行又は予算化。

○ 森林経営管理制度の推進、森林整備や林道等の補修な
どの「森林整備」が73％。

○ 木造公共建築物の整備や森林・林業・木材産業の普及
啓発など「木材利用」が16％。

○ 林業担い手の確保・育成などの「人材育成」が11％。

①市町村への譲与額及び事業化額（単年度） ②市町村への譲与額及び事業化額（累計）

R5年度使途予算割合

森林整備
73％

人材育成
11％

木材利用
16％

（R5年度：15百万円）

（R5年度：110百万円）

（R5年度：11百万円）

(2)令和５年度の税の使途

（２）
・森林経営管理制度の運用に係る市町村のサポート

・くまもと林業大学校の運営

・中大規模木造建築物の設計を担う建築士の育成等 2

(1)税の執行状況

○ これまで、「公益的機能を発揮するための森づくり」、「森林
を守り育てる人材の育成」、 「木と親しむ環境づくり」など
の取組みを実施。

（単位：百万円）

(1)これまでの税を活用した施策の推移

(3)税の主な使途
第４期（R2～R6年度）の主な取組内容と成果を次ページに掲載

(2)第4期の税の執行状況

(2)税の主な使途

　第１期（H17～H21年度） 2,174

①森林の公益的機能の発揮に向けた取組み 1,826

②県民参加の森林づくりを推進するための普及啓発に向けた取組み 348

　第２期（H22～H26年度） 2,104

①森林の公益的機能の発揮に向けた取組み 1,802

②県民参加の森林づくりを推進するための普及啓発に向けた取組み 302

　第３期（H27～R1年度） 2,187

①水源かん養機能などを発揮するための森林づくり 1,645

②森林の重要性を伝え、森林を守り育てるための担い手の育成 252

③森林や木材を活かした地域・景観づくり 290

　第４期（R2～R6年度）※R6年度は予算額 2,752

①県民の安全を守り、次世代につなぐ森づくり 2,118

②県民全体で森に触れ、親しみ、支え、森の恵みを活かす意識づくり 634

○市町村へ交付された森林環境譲与税の活用状況等

広葉樹林化促進 森林環境教育造林・保育支援

等

（百万円） （百万円）

R6年度末
基金残高ゼロ

R6年度以降

基金を取崩して事業化



• 地域の林業を支える自伐林家等育成のための技術研修会の開催や林業研
究グループの連携強化に向けた活動の支援 （35,978千円）
【技術研修会を延べ98名が受講】

• 森林吸収量のクレジット化に向けた取組支援の実施 （33,971千円）
【森林由来のJ-クレジット創出に向けて17団体を支援】

1 県民の安全安心を守り、次世代につなぐ森づくり（2,117,360千円）

第４期取組事業費（見込）：2,751,606千円

Ⅰ 水とみどりの森づくり税第４期（R2～R6）の取組と成果①

• 森林の公益的機能の維持増進に向けた再造林の推進

（497,042千円）

【植栽（苗木補助を含む）を2,641ha実施】
【下刈りを4,233ha実施】

• シカによる樹木への食害・剝皮被害の防止に向けた捕獲や、

防護柵の設置・補修 （517,756千円）

【シカネット設置等延べ1,106km】【シカ91,566頭を捕獲】

【成果】針広混交林化による森林の持つ公益的機能の維持増
進、危険木の除去による下流域の安全安心の確保

間伐前 間伐直後 数年後

【成果】主伐後の再造林による森林の公益的機能の維持増進、
シカ捕獲や防護柵設置等による森林の確実な再生

①県民の安全安心を守る森づくり

※事業費はR2 ～R5実績額+R6予算額
※面積・人数等はR2～5の実績値+R6見込値

【成果】地域の森づくりを支える人材の確保、J-クレジットを通じた企業参画による更なる森林整備の推進

植栽による
機能向上

3

②次世代につなぐ熊本の森づくり

③森づくりを進めるための基盤づくり

（主な取組と成果）

• 十分な管理が行われていない森林における、針広混交林への
誘導、流木被害の抑制に向けた渓流内の危険木除去

（647,563千円）

【針広混交林化（強度間伐）を1,710ha実施】

• 花粉の少ないスギ品種の苗木生産の推進 （195,065千円）

【スギ採穂（種）園を4.97ha造成】

植栽 数年後

自伐林家等を対象とした技術研修会



【成果】

次世代を担う子どもたちを含め、県民全体で森林に触れ親しみ、守り育てる意識を醸成

川上と川下が連携した森づくり活動の推進

• 住民団体、森林ボランティア団体が実施する森づくり活動の支援や、森づくり活動を促
すための研修会・普及啓発の実施 （311,853千円）
【植栽・下刈・間伐等に延べ102団体が参加】
【森林ガイドや自然観察等に延べ3,124人が参加】

• 漁業者団体が実施する森づくり活動の支援 （57,966千円）
【植栽等に延べ21団体が参加】

２ 県民全体で森に触れ、親しみ、支え、森の恵みを活かす意識づくり（634,246千円）

① 森に触れ、親しみ、みんなで支える意識づくり

• 木材利用の意義を啓発するイベントの実施、木製遊具や積木の貸出、木育インストラク
ターの養成、木育活動の推進 （104,415千円）
【木製遊具・積木貸出 延べ147回】
【養成講座を開催し、延べ138人の木育インストラクターを認定】

• 県産木材の利用による地域の特色を活かした景観づくり活動の実施 （122,257千円）

【木製ベンチや木製塀等を延べ49地区に設置】

【成果】

森林の循環利用を支える、木材利用の意義・重要性への理解を醸成

多くの県民が木材を身近に感じる環境づくりの推進

Ⅰ 水とみどりの森づくり税第４期（R2～R6）の取組と成果②

② 森の恵みを活かす意識づくり

（主な取組と成果）

4

自然観察会

漁業者団体による植樹小学生の竹ぽっくり作り

積木の貸出 木育インストラクター
養成講座

木製ベンチの設置 木製塀の設置



①令和２年７月豪雨災害などの自然災害の多発 ②森林資源の成熟・主伐面積の増加

③カーボンニュートラルやSDGsへの機運の高まり ④森林環境譲与税を活用した取組の進展

Ⅱ 森林・林業等をとりまく状況の変化と課題①

くまもと林業大学校の運営
大規模木造建築物

現地検討会

（県庁森林整備課調べ）

（対応方向）
→緑の流域治水に資する山地災害に強い森林づくりを推進す
る必要

（対応方向）
→次世代への森林の継承のため、再造林を推進する必要

（対応方向）
→県民・企業などの多様な支え手による森林づくりを推進
する必要

（対応方向）
→R元年に創設された「森林環境譲与税（※）」を活用した
取組が県内で進みつつあることを踏まえ、「水とみどりの
森づくり税」を活用した取組をより一層効果的に推進する
ことができるよう検討する必要
※森林環境譲与税について、県では市町村行政が抱える課題解決に向けた支
援、及び単独市町村での実施が馴染まない広域的課題に対する施策を実施

企業による森づくり活動 5

●熊本県が森林環境譲与税を活用して実施している主な取組
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面積：ha
県内の人工林主伐（皆伐）と再造林面積の推移

主伐面積

再造林面積

再造林率４割 再造林率
5割

市町村の森林
整備をサポート

災害のリスクを低減させる森林づくり研修会R2年7月豪雨被災状況

①森林経営管理制度の運用
に係る市町村のサポート ②くまもと林業大学校の運営

③中大規模木造建築物の設計
を担う建築士の育成等



◇水とみどりの森づくり税を活用した取組みへの県民の意識

結論２

◇「水とみどりの森づくり税」を財源として取組む
ことが重要と考えられているものとして、

①土砂災害等の防止・危険性の低減への取組み

②水資源の涵養・保全への取組み

③再造林やシカ被害対策等による森林再生や森林
資源確保への取組み

が上位。

問）今後、「熊本県水とみどりの森づくり税」を財源として、
取り組むことが重要だと考えるものを選んでください。
（３つまで選択可）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

回答 105名

①土砂災害等の山地災害の防止・危険性の低減に資する森
林づくり

②水資源の涵養・保全に資する森林づくり

③再造林の推進やシカ被害対策等による森林再生や将来の
森林資源確保

④生物多様性保全に資する森林づくり

⑤花粉症対策に資する森林づくり

⑥林業の低コスト化、効率化等に資する技術開発

⑦地域の林業を支える自伐林家等の確保・育成等

⑧企業による森林づくりやJ-クレジット等、民間資金を活
用した森林づくり

⑨住民団体やボランティア団体が実施する森林づくり活動
の推進

⑩森林環境教育や木育等による森林・林業・木材利用の普
及啓発

⑪木材利用の促進
⑫森林公園の整備など、県民が森林と触れ合う環境づくり

・令和6年8月9日（金）に県民を対象として森づくりシンポジウムを開催。

・参加者を対象に水とみどりの森づくり税に関するアンケート調査を実施。

問）熊本県では、県民の皆様から「熊本県水とみどりの森づくり
税」をご負担いただき、森林の持つ公益的機能の維持・増進
に必要な森林整備や、森林環境教育、森林ボランティア活動
等への支援などを行っています。

あなたはこのような取組みは、今後も必要だと思いますか。

結論１

◇85％が「森林の持つ公益的機能の維持・増進に資

する取組は今後も必要だと思う」と回答。

必要だと思う

84.8%

どちらかといえば、

必要だと思う

5.4%

どちらかといえば、

必要だと思わない

2.7%

必要だと思わない

2.7%

わからない

4.5%
回答 112名

6

Ⅱ 森林・林業等をとりまく状況の変化と課題②

森づくりシンポジウム



Ⅲ 第５期（R7～11）に向けた方向性（案）

１「県民の安全安心を守り、災害リスクを低減させる森づくり」

• 災害リスクを低減させる森林づくりに向けた林地保全に配慮した林業の推進
• 十分な管理が行われていない森林における針広混交林への誘導、流木被害の

抑制に向けた渓流内の危険木除去
• 山地災害の未然防止につながる森林パトロール など

◆税条例の趣旨を踏まえつつ、第４期の成果や森林・林業を取り巻く状況の変化、県民のニーズにも的確に対応
することを主眼に、R7年度からの第５期の方向性・施策を以下のとおり検討。

２「次世代につなぐ多様で豊かな森づくり」

• 伐採後の確実な再造林の推進
• 植栽木に対するシカ被害の防止に向けた対策
• 花粉症対策や生長に優れ下刈り回数の低減等に資する苗木生産の推進 など

◎県民の安全安心を実現するため、森林の公益的機能の果たす役割はますます重要。
◎県民の期待に応え、森林の公益的機能を持続的に発揮させていくためにも、水とみどりの森づくり税活用事業
の着実な推進・継続が必要。

（想定される取組内容）

３「みんなで森づくりに取り組む環境づくり」

• 県民が主体となった森づくり活動の支援（ボランティアや企業・漁業者団体による森づくりの推進）
• 森づくりに取り組む環境を支える森林由来のＪ-クレジット創出に向けた支援の実施
• 森林の有する公益的機能の維持増進を県民へ普及するための森林環境教育等
• 多くの県民が利用する森林空間の整備・活用 など

（想定される取組内容）

（想定される取組内容）

エリートツリーの
生産推進

J-クレジット創出
に向けた支援

7

森林の持つ山地災害防止機能や
水源かん養機能の発揮
出典：林野庁「森林・林業白書」



森林審議会関係法令 

 

森林法（昭和２６年法律第２４９号） 

第五章 都道府県森林審議会 

 （設置及び所掌事務） 

第六十八条 都道府県に都道府県森林審議会を置く。 

２ 都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させられた事

項を処理するほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に応じ

て答申する。 

３ 都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議することがで

きる。 

 （組織） 

第七十条 都道府県森林審議会は、委員をもつて組織する。 

２ 委員は、第六十八条第二項に規定する事項に関し学識経験を有する者のうちから、都道

府県知事が任命する。 

３ 委員の任期は、二年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。 

４ 委員は、非常勤とする。 

 （会長） 

第七十一条 都道府県森林審議会の会長は、前条第一項の委員が互選した者をもつて充て

る。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、第一項の委員が互選した者がその職務を代行する。 

 （政令への委任） 

第七十三条 この法律に定めるもののほか、都道府県森林審議会の組織及び運営に関し必要

な事項は、政令で定める。 

 

森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号） 

（都道府県森林審議会の部会） 

第七条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、都道府県森林審議会に部会を置き、

その所掌事務を分掌させることができる。 

２ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもつて充てる。 

３ 委員の所属部会は、会長が定める。 

４ 都道府県森林審議会が特に定めた事項については、部会の決議をもつて総会の決議とす

ることができる。 

 



熊本県森林審議会規則 

 
昭和 27年 1月 17日規則第 1号  

最終改正 平成 18年 3月 27日規則第 14号  

(目的) 

第 1条 この規則は、熊本県森林審議会(以下「審議会」という。)の組織及び運営に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。  

(招集) 

第 2条 審議会は、会長が必要と認めるとき、又は委員の 3分の 1以上の請求がある

ときは、会長が招集する。  

(議長) 

第 3条 会長は、審議会の会議の議長となり、議事を整理する。  

(定足数) 

第 4条 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。  

(決議の方法) 

第 5条 議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。  

(部会) 

第 6条 森林法(昭和 26年法律第 249号)第 10条の 2の規定による開発行為の許可、

同法第 25条の規定による保安林の指定及び同法第 26条の規定による保安林の指定

の解除並びに森林病害虫等防除法(昭和 25年法律第 53号)第 7条の 3の規定による

防除実施基準の策定及び変更、同法第 7条の 5の規定による高度公益機能森林及び

被害拡大防止森林の区域の指定及び変更、同法第 7条の 6の規定による樹種転換促

進指針の策定及び変更並びに同法第 7条の 9の規定による地区防除指針の策定及び

変更に関する事項を分掌させるため、審議会に、森林保全部会(以下「部会」とい

う。)を置く。  

２ 部会の運営については、第 2条から第 5条までの規定を準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部

会に所属する委員」と読み替えるものとする。  

(報告) 

第 7条 会長は、審議会の決議事項の要旨を、遅滞なく、知事に報告しなければなら

ない。  

(庶務) 

第 8条 審議会の庶務は、農林水産部において処理する。  

(雑則) 

第 9条 この規則に定めのあるものを除く外、必要な事項は、会長が定める。  

  附 則 

この規則は、平成 18年 4月 1日から施行する。 



熊本県森林審議会事務分掌 

１ 森林法第５条の規定による地域森林計画の樹立、又は変更についての諮問に答えるこ

と。 
森林法第６条第３項 ‥‥ 都道府県知事は、第１項の縦覧期間満了後、当該地域森林計画の案について、都

道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。この場合において、当該地域森林計
画に係る森林計画区の地域内に第７条の２第１項の森林計画の対象となる国有林があるときは、都道府県
知事は、併せて関係森林管理局長の意見を聴かなければならない。 

 

２ 森林法又は他の法令の規定によりその権限に属させられた事項について、建議をするこ

とができる。 
森林法第６８条第３項 ‥‥ 都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議する

ことができる。 

 

３ 森林法の施行に関する重要事項についての諮問に応じて答申すること。 

（森林計画，保安施設，土地の利用，森林組合等の諸制度運用上の重要問題のほか、新たな

制度の新設等に関する事項 ） 
森林法第６８条第２項 ‥‥ 都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させ

られた事項を処理するほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に応じて答申
する。 

 

《森林保全部会の事務分掌》 

森林法施行令第７条及び熊本県森林審議会規則第６条により森林保全部会が分掌する事

務。 
森林法施行令第７条 ‥‥ 都道府県知事は、必要があると認めるときは、都道府県森林審議会に部会を置き、

その所掌事務を分掌させることができる。 
２ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもって充てる。 
３ 委員の所属部会は、会長が定める。 
４ 都道府県森林審議会が特に定めた事項については、部会の決議をもって総会の決議とすることができる。 

 

４ 森林法第 10条の２の規定による開発行為の許可についての諮問に答えること。 
森林法第 10条の２第６項 ‥‥ 都道府県知事は、第１項の許可（開発行為の許可）をしようとするときは、

都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。 

 

５ 同法第 25 条の２の規定による保安林の指定及び同法第 26 条の２の規定による保安林

の指定の解除についての諮問に答えること。 
森林法第 25 条の２ ‥‥ 都道府県知事は、前条第１項第１号から第３号までに掲げる目的を達成するため

必要があるときは、重要流域以外の流域内に存する民有林を保安林として指定することができる。この場
合には、同項ただし書き及び同条第２項の規定を準用する。 

２ 都道府県知事は、前条第１項第４号から第 11号までに掲げる目的を達成するため必要があるときは、民
有林を保安林として指定することができる。この場合には、同項ただし書き及び同条第２項の規定を準用
する。 

３ 都道府県知事は前２項の指定をしようとするときは、都道府県森林審議会に諮問することができる。 
森林法第 26条の２ ‥‥ 都道府県知事は、民有林である保安林（第 25条第１項第１号から第３号までに掲

げる目的を達成するために指定されたものにあっては、重要流域以外の流域内に存するものに限る。）に
ついて、その指定の理由が消滅したときは、遅滞なくその部分につき保安林の指定を解除しなければなら
ない。 

２ 都道府県知事は、民有林である保安林について、公益上の理由により必要が生じたときは、その部分に
つき保安林の指定を解除することができる。 



３ 前２項の規定により解除をしようとする場合には、第25条の２第３項の規定を準用する。 

 

６ 森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の３の規定による防除実施基準

の策定及び変更、同法第７条の５の規定による高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の

区域の指定及び変更、同法第７条の６の規定による樹種転換促進指針の策定及び変更並び

に同法第７条の９の規定による地区防除指針の策定及び変更に関する事項についての諮

問に答えること。 
森林病害虫防除法第７条の３第３項 ‥‥ 都道府県知事は、都道府県防除実施基準を定め、又はこれを変更

しようとするときは、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴くとともに、農林水産大臣に協議
しなければならない。 

森林病害虫防除法第７条の５第２項 ‥‥ 高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域の指定又は変更
については、第７条の３第３項及び第４項の規定を準用する。 

森林病害虫防除法第７条の６第３項 ‥‥ 都道府県知事は、樹種転換促進指針を定め、又はこれを変更し
ようとするときは、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。 

森林病害虫防除法第７条の９第３項 ‥‥ 地区防除指針については、第７条の６第３項及び第４項の規定
を準用する。 

 

 

 


